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記
事
に
関
す
る
問
合
せ
先

　
庁
舎
・
交
通
体
系
対
策
室

☎
62
‐
５
６
７
７

１　
現
庁
舎
の
問
題
点

　

現
在
、
嘉
麻
市
で
は
、
碓
井
庁

舎
（
昭
和
56
年
建
築
）、
山
田
庁

舎
（
昭
和
49
年
建
築
）、
嘉
穂
庁

舎
（
昭
和
46
年
建
築
）、
稲
築
庁

舎
（
昭
和
26
年
建
築
）
の
４
つ
の

庁
舎
を
抱
え
て
い
ま
す
。

　

４
庁
舎
と
も
、
現
行
の
耐
震
基

準
に
基
づ
い
て
お
ら
ず
、
防
災
面

及
び
安
全
性
の
面
で
大
き
な
問
題

が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
建
物
の
経
年
劣
化
と
と

も
に
、
エ
レ
ベ
ー
タ
ー
未
設
置
の

庁
舎
な
ど
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
デ
ザ
イ

ン
や
バ
リ
ア
フ
リ
ー
へ
の
対
応
の

遅
れ
や
Ｏ
Ａ
機
器
の
導
入
、
Ｉ
Ｔ

化
へ
の
対
応
も
困
難
で
あ
り
、
効

率
的
な
事
務
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
に

も
支
障
を
来
た
し
て
い
ま
す
。　

さ
ら
に
は
、
慢
性
的
な
会
議
室
不

足
等
に
よ
り
事
務
効
率
が
低
下
し

て
い
ま
す
。

　
現
在
の
４
つ
の
庁
舎
を
長
期
間

使
用
す
る
に
は
、
建
物
の
大
規
模

改
修
や
大
幅
な
設
備
更
新
を
行
う

た
め
の
多
額
の
予
算
が
必
要
と
な

り
ま
す
。

　
　
　
　
　
　
　
　

　
　

  

本
庁
舎
の
建
設
を
行
わ
ず

　
　

  

4
つ
の
庁
舎
を
存
続
さ
せ

　
　

  

る
こ
と
に
な
る
と
…

　
劣
化
し
て
い
く
4
つ
の
庁
舎
の

建
替
え
が
必
要
に
な
り
、
そ
の
結

果
、
順
次
に
4
つ
の
庁
舎
を
建
設

し
、
管
理
し
続
け
る
こ
と
に
な
り

ま
す
。

※　

各
庁
舎
の
概
要
や
経
年
劣
化

状
況
の
写
真
は
、「
広
報
嘉
麻
」

3
月
号
や
市
の
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

に
、
掲
載
し
て
い
ま
す
。

２　
分
庁
方
式
に
よ
る
問
題
点

　

平
成
23
年
3
月
、
行
政
改
革
推

進
本
部
第
3
次
組
織
機
構
改
編
専

門
部
会
が
「
分
庁
問
題
に
関
す
る

報
告
書
」
を
作
成
し
ま
し
た
。

　

そ
の
後
、
当
該
報
告
書
の
内
容

を
基
に
作
成
さ
れ
た
「
庁
舎
問
題

検
討
報
告
書
」
等
で
も
同
様
の
問

題
点
が
指
摘
さ
れ
て
い
ま
す
。

【
各
報
告
書
に
よ
る
分
庁
方
式
の

問
題
点
】

　
行
政
組
織
が
４
つ
の
庁
舎
に
分

散
し
て
い
る
こ
と
で
、
各
庁
舎
間

の
移
動
等
の
市
民
サ
ー
ビ
ス
の
低

下
（
利
便
性
の
低
下
）
に
つ
な
が

り
、
ま
た
、
市
の
一
体
感
の
醸
成

や
簡
素
で
効
率
的
な
組
織
構
築
等

の
阻
害
要
因
の
一
つ
と
な
っ
て
い

ま
す
。

　

さ
ら
に
は
、
分
庁
間
の
移
動

に
伴
う
公
用
車
の
維
持
管
理
費

等
の
余
分
な
経
費
等
が
生
じ
て
い

ま
す
。
ま
た
、
４
庁
舎
の
維
持
管

理
経
費
が
必
要
と
な
り
、
各
庁
舎

の
老
朽
化
が
進
ん
で
い
る
こ
と
か

ら
、
今
後
さ
ら
に
経
費
の
増
加
が

見
込
ま
れ
ま
す
。

　
　
　
　

こ
れ
ら
の
問
題
を
解
決

　
　
　
　
す
る
た
め
に
は
…

　
分
散
化
し
た
組
織
を
一
つ
の
庁

舎
に
統
合
す
る
必
要
が
あ
り
、
本

庁
機
能
を
集
約
で
き
る
庁
舎
建
設

の
必
要
性
が
求
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

３　
行
財
政
改
革
の
必
要
性
と
庁

舎
建
設
の
関
係

　
危
機
的
な
財
政
状
況
を
打
破
す

る
た
め
に
、
第
２
次
行
政
改
革
大

綱
等
に
よ
り
、
簡
素
で
効
率
的
な

組
織
の
構
築
等
を
含
め
た
行
財
政

改
革
の
取
組
み
が
進
め
ら
れ
て
い

ま
す
。

　

し
か
し
、
嘉
麻
市
行
政
改
革
推

進
審
議
会
か
ら
庁
舎
課
題
に
対
す

る
指
摘
と
し
て
「
行
政
改
革
の
円

滑
な
る
推
進
に
は
庁
舎
問
題
の
解

決
が
必
要
不
可
欠
で
あ
り
、
早
急

な
る
対
応
を
行
う
こ
と
」
や
「
定

員
適
正
化
計
画
の
観
点
か
ら
も
1

年
で
も
2
年
で
も
早
く
建
設
す
る

必
要
が
あ
る
。
早
期
に
庁
舎
建
設

計
画
を
作
成
し
、
速
や
か
に
進
め

vol.3

ら
れ
た
い
」
と
早
急
な
る
対
応
を

求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

　
人
口
減
少
に
よ
る
市
税
や
普
通

交
付
税
等
の
減
少
、
普
通
交
付
税

の
合
併
優
遇
措
置
が
平
成
28
年
度

か
ら
段
階
的
に
縮
減
し
、
平
成
32

年
度
終
了
す
る
な
ど
収
入
面
に
多

大
な
影
響
を
受
け
、
こ
の
ま
ま
で

は
、
収
入
不
足
に
陥
る
こ
と
は
確

実
で
す
。

　
　
　
　
こ
れ
ら
に
対
す
る
取
り

　
　
　
　
組
み
と
し
て
…

　

減
少
す
る
人
口
・
収
入
に
あ
っ

た
適
正
な
職
員
数
で
運
営
で
き
る

簡
素
な
組
織
を
構
築
し
、
総
人
件

費
を
抑
制
し
、
住
民
サ
ー
ビ
ス
へ

の
影
響
を
最
小
限
に
留
め
ま
す
。

※　

職
員
数
…
合
併
時
５
４
８
人

か
ら
平
成
25
年
度
４
２
９
人
へ

１
１
９
人
削
減

　
　

平
成
39
年
度
３
５
０
人
ま
で

削
減
見
込
み

４　
庁
舎
建
設
の
必
要
性（
ま
と
め
）

　

こ
れ
ら
の
こ
と
を
踏
ま
え
、
行

財
政
改
革
や
庁
舎
建
設
に
関
す
る

現
状
を
認
識
し
、
自
治
体
と
し
て

目
指
す
姿
は
、
新
し
い
庁
舎
を
建

設
す
る
こ
と
や
職
員
を
削
減
す
る

こ
と
が
目
的
で
は
な
く
、
今
後
、

嘉
麻
市
に
お
い
て
収
入
面
で
の
交

付
税
優
遇
措
置
の
段
階
的
収
束
、

少
子
高
齢
化
や
人
口
減
少
に
よ
る

収
入
の
大
幅
な
減
少
、
ま
た
、
老

朽
化
が
著
し
い
庁
舎
建
物
の
整

備
に
関
す
る
問
題
等
、「
嘉
麻
市

を
取
り
巻
く
厳
し
い
現
状
」
を
認

識
し
、
こ
れ
ら
に
対
し
て
総
合
的

に
取
り
組
み
、「
嘉
麻
市
が
将
来

に
わ
た
り
住
民
サ
ー
ビ
ス
を
維
持

で
き
る
基
礎
的
な
自
治
体
と
し
て

あ
り
続
け
る
こ
と
が
で
き
る
体
制

（
施
設
、
組
織
、
財
政
等
）
づ
く

り
が
最
大
の
目
的
」
で
す
。

　

そ
の
た
め
に
は
、
老
朽
庁
舎
問

題
へ
の
総
合
的
な
対
応
、
ま
た
、

最
少
の
職
員
で
適
切
な
住
民
サ
ー

ビ
ス
を
維
持
す
る
職
員
数
の
適
正

化
を
図
り
、
人
件
費
総
額
の
抑
制

及
び
分
庁
方
式
を
解
消
し
て
本
庁

方
式
を
確
立
す
る
た
め
に
、
本
庁

機
能
を
集
約
で
き
る
庁
舎
建
設
が

必
要
で
す
。

　

さ
ら
に
は
、
嘉
麻
市
に
今
後
も

住
み
続
け
た
い
、
住
ん
で
み
た
い

と
思
わ
れ
る
地
域
と
な
る
よ
う
、

本
庁
と
支
所
の
役
割
分
担
の
あ
り

方
、
各
地
域
の
地
域
振
興
や
地
域

公
共
交
通
の
整
備
等
に
つ
い
て
検

討
し
、
旧
市
町
の
各
地
域
が
市
の

主
要
な
地
域
と
し
て
疲
弊
す
る
こ

と
な
く
発
展
す
る
こ
と
が
重
要
と

考
え
て
い
ま
す
。

　

も
し
仮
に
、
こ
れ
ら
の
目
的
が

達
成
で
き
な
い
場
合
、
歳
入
不
足

が
生
じ
、
各
種
料
金
の
値
上
げ
等

の
住
民
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
に
つ
な

が
り
、
さ
ら
な
る
人
口
流
出
等
の

負
の
連
鎖
が
生
じ
た
り
、
ま
た
、

老
朽
化
に
よ
る
庁
舎
の
崩
落
や
地

震
等
の
災
害
時
に
庁
舎
を
使
用
で

き
な
い
等
の
重
大
な
問
題
を
引
き

起
こ
す
こ
と
も
想
定
さ
れ
ま
す
。

５　
庁
舎
建
設
の
時
期

　
庁
舎
建
設
を
実
施
す
る
時
期
の

検
討
に
は
、
建
設
に
要
す
る
財
源

と
の
関
係
が
非
常
に
重
要
と
な
り

ま
す
。

　

通
常
、
市
町
村
が
庁
舎
を
建
設

す
る
際
に
は
、
す
べ
て
の
経
費
に

つ
い
て
、
独
自
で
負
担
し
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
が
、
合
併
団
体
で

あ
る
本
市
は
、
庁
舎
建
設
に
係
る

経
費
に
対
し
合
併
特
例
債
を
財
源

と
し
て
活
用
す
る
こ
と
が
で
き
ま

す
。

　
　
　

 

平
成
32
年
度
ま
で
の

　
　
　

 

合
併
特
例
債
の
活
用

　
　
　

 

時
期
を
逃
す
と
…

　
庁
舎
建
設
に
係
る
事
業
費
全
額

を
市
が
ま
か
な
わ
な
け
れ
ば
な
り

ま
せ
ん
。

　

庁
舎
建
設
に
お
け
る
事
業
は
、

合
併
特
例
債
を
財
源
と
す
る
こ
と

が
最
も
有
利
で
あ
り
、
合
併
特
例

債
が
活
用
で
き
る
平
成
32
年
度
ま

で
の
期
間
に
庁
舎
を
建
設
す
る
こ

と
が
必
要
で
す
。

庁
舎
問
題
に
関
す
る
取
り
組
み

〜
庁
舎
建
設
の
必
要
性
と
建
設
時
期
に
つ
い
て
〜

新
庁
舎
の
建
設
問
題
は
、
さ
ま
ざ
ま
な
課
題
を
抱
え
て
い
ま
す
。
市
民
の
皆
さ
ん
に
情
報

を
提
供
し
な
が
ら
、
取
り
組
ん
で
い
き
ま
す
。

出前講座（庁舎課題）の案内について

　市の庁舎に関する取り組みについては、現在、広報嘉麻や市ホーム
ページ等で積極的に情報提供を行っています。
　しかし、専門的な内容も多いため、皆さんが疑問に思う点や尋ねた
いことに対して、直接市の職員が会議室・職場等に出向いて説明をす
る「出前講座」を開催します。
　庁舎問題に関する事で、分かりにくいと思う内容や説明してほしい
事項がある場合は、お知らせください。
●申込方法／希望の時間と場所を庁舎・交通体系対策室（☎ 62-5677）
へ電話で申し込みください。
※　地域・団体・学校・職場等で 5人以上の集まりを対象とします。
※　会場準備等は申込者が行ってください。配布資料等は市が準備し
ます。
●講座内容の例
・庁舎建設の必要性及び財源、分庁解消により変わること
・庁舎に関する意識調査（アンケート）結果（速報）等

◆　市が主催する説明会は、別途開催予定です。日程や場所等は、改
めてお知らせします。



９ ８

庁舎問題に関する取り組み

　

　

Ａ．　庁舎建設の事業費を40億円とした場合、市の実質的な負担金は、14億3千万円が返済金額となり、20年ロー
ンで返済すると頭金 2億円、毎年の返済が 6千 2百万円となります。
　下記の図より、①返済に充てる財源として、分庁解消等による維持管理費等削減により毎年３千７百万円の効
果額、②返済に充てる財源として平成 25年度以降の職員人件費削減として毎年数億円の効果額を返済の財源と
して充てていくため、税金や保険料の増加などの住民負担が増えることはなく、また、将来に借金のつけを回す
ことにはなりません。
　また、分庁解消等による維持管理費等や簡素な組織構築に伴う職員人件費削減効果額は、庁舎建設による負担
金の返済が終わった後も、その削減効果額が毎年継続していきます。
　ただし、返済金に対し返済金額に充てる財源が超える金額（エ削減効果残額）については、市の余剰となる財
源ではなく、今後、交付税等の減少により不足することが予想される市の収入に充当され、将来にわたり住民サー
ビスを維持できるような基礎的な自治体としてあり続けるために必要不可欠な主要財源となります。

市が実質的に負担することになる金額（下図のADの部分）

総計　４３億円

　　　　　　　　　　　　　　　事業費４０億円　　　　　　　　　　　　　　　　　　　利息 3億円

※　合併特例債では、借入金Bと返済利息Cの合計金額 41億円（いわゆる元利償還金）の 70％は、交付税と
して国から手当されます。なお、庁舎整備の場合、合併特例債以外の交付税措置のある起債（例：過疎債等）
は活用できません。全額の 43億円が市の負担になります。

　市の実質的な負担金 14億 3千万円　　合併特例債を活用できない場合は、国の交付税が手当されず、市の実質的な負担となります

　市の実質的な負担金 14億３千万円（返済金額）に関し、算出される財源イメージ（事業年度を平成 31年
度の単年度、返済金額と返済に充てる財源を単年度差し引きと仮定試算）

行財政改革等の取り組み

１　行財政改革が必要だった背景（第 1次嘉麻市行政改革大綱より抜粋）
　本市の財政状況は、市税等の自主財源に乏しく、国や県からの地方交付税や補助金等に極端に依存した非常に
脆弱な財政構造となっています。平成 18年度当初予算編成では、市の貯金である財政調整基金等を約 20億円取
り崩すような事態に陥り、このまま何の対策も講じなければ、平成 19年度の予算編成では、財政調整基金を全額
取り崩しても約 12億円の歳入不足が見込まれ、実質的に予算編成ができない、まさに本市の財政状況は、破綻寸
前の状態となっていました。
　このため、短期的には財政再生団体への転落を回避し、中長期的には本市が将来にわたって「自立した自治体」
として持続的・自立的に発展していくための確固とした行財政基盤の構築を目指し、厳しい行財政改革を実施し
ました。

2　第 1次行政改革の効果
　平成 18 ～ 22 年度の第 1次行政改革の結果、約 46.8 億円（うち職員人件費の削減効果額約 26.6 億円）の効
果があり、平成17年度決算で111.3％と県内最悪となっていた経常収支比率も、平成21年度決算では101.1％ (平
成 25 年度決算では 93.6％）に改善するなど、第 1次行政改革の主たる目的としていた財政再生団体への転落回
避は達成できました。
○職員数…平成 18年度 548 人から平成 22年度 476 人へ 72人削減　

3　第 2次行政改革の目的と効果
　第 1次行政改革の効果により財政再生団体への転落回避は達成できたものの、平成 28年度から普通交付税の
合併優遇措置の段階的な廃止などの影響により、平成 33年度では約 15億円の歳入不足が見込まれ、これまでの
サービスを市民に提供できなくなるような事態に陥るのではないかと危惧されています。
　そのため、市民サービスに重大な影響が生じないよう、適切に対応するための十分な準備と必要な体制を整え、
自立した自治体としての確固とした行財政基盤の構築を目指して、平成 23～ 27 年度を期間とする第 2次行政改
革を実施しています。
　平成 25年度末の実績としては、約 4.3 億円の効果がありますが、行政改革推進審議会から「市が危機的財政状
況であるにも関わらず、緊張感や危機感が乏しいと言わざるを得ず、合併優遇措置の段階的廃止に伴う急激な財
政事情の悪化に備えるため、市が危機的財政状況にあるという認識を職員全員が持ち、速やかに改善していく姿
勢で積極的に取組みを進めていくことが肝要」と厳しく指摘されています。
　このような状況を踏まえ、財政計画の見直しに着手し、平成 26年 9月に開催された、行財政改革に関する調
査特別委員会で財政計画の報告が行われました。新たな財政計画では、地方交付税において、現時点での最も確
実性の高い見込額により推計を行い、また、支出面における将来確実に発生する経費を費用化（庁舎・火葬場建設、
高速ブロードバンド整備、施設の長寿命化や解体等）するとともに、職員数を平成 39年度末で 350 人まで削減
することによる人件費削減効果などを見込み、平成 33年度の歳入不足額が 2億円程度と示されました。
○職員数…平成 22年度 476 人から平成 39年度 350 人へ 126 人削減

4　今後の対応
　これまで職員の削減による支出額の抑制を図るなどの対策を講じてきましたが、それでもなお、厳しい財政状
況になることが予測されています。
　今後、庁舎を含む施設の集積や老朽施設の除却など統廃合を進め、施設配置の適正化による公共施設への財政
負担の軽減及び平準化に向けた取り組みを、合併特例債などの有効な財源を活用できる間にできる限り対応して
いくなど、これまで以上に行政改革を推進しなければならないと考えています。
　将来、市民サービスへの影響を最小限に留めるためには、今後、減少が予測される人口や収入にあった適正な
職員数で運営できる簡素な組織の構築及び公共施設の維持管理経費の削減等を実施する必要があり、本庁機能を
集約することで、さらなる行政改革の推進を求める行政改革推進審議会の答申を踏まえ、新庁舎建設の事業を進
めていく必要があると考えています。

【嘉麻市行政改革推進審議会とは】
　社会事情の変化に対応した簡素で効率的な市政実現の推進を目的とし、学識経験者等（大学教授、商工会議所、
行政区長、ＰＴＡ連合会等）8人及び市民からの公募委員 4人で構成されている、市の附属機関です。

年　　度 ア返済金額 ①返済金額に充てる財源
イ維持管理経費削減効果額

②返済金額に充てる財源
ウ職員人件費削減効果額

エ削減効果残額
イ＋ウ - ア

平成 31年度 A　　　　　　 200 百万円 (職員数：399人）290百円 90百円
平成 32年度 D／ 20年　　 　62百万円 37百円 ( 職員数：391人）365百円 340百円
平成 33年度 D／ 20年　　 　62百万円 37百円 ( 職員数：380人）464百円 439百円

… … … … …
平成 38年度 D／ 20年　　 　62百万円 37百円 ( 職員数：355人）689百円 664百円

平成 39年度 D／ 20年　　 　62百万円 37百円 ( 職員数：350人）734百円 709百円
… … … … …

平成 51年度 D／ 20年　　 　62百万円 37百円 ( 職員数：350人）734百円 709百円

計 A＋D　        1,430 百万円
※返済金額の完済 740百円 13,701 百円 13,011 百円

平成52年度以降
⇩ － 毎年 37百円の削減効果継続

⇩
毎年734百円の削減効果継続
(職員数：350人）⇩

毎年 771百円の削減効果継続
⇩

A 市負担金
2億円（5％）

B 借入金（合併特例債）38億円
（事業費 40億円× 95％）

C Bの 20年返済利息
3億円

A 市負担金
2億円（5％）

D 市負担金 12億 3千万
（B＋C× 30％）

E 国の交付税措置額 28億 7千万円
（B＋C× 70％）

【事業費40億円（20年償還で計算、利息3億円）と仮定し、合併特例債が活用できた場合における市の負担額イメージ】

【返済金額と財源のイメージ】

※　事業費 40億円は、試算する際の仮の事業費であり、実際の建設費ではありません。


